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基準11 管理運営 

（１）観点ごとの分析 

観点11－１－①： 学校の目的を達成するために，校長，各主事，委員会等の役割が明確になって

おり，校長のリーダーシップの下で，効果的な意思決定が行える態勢となってい

るか。 

（観点に係る状況）  

本校の目的を達成するために，校長及び副校長並びに教務，学生及び寮務の各主事が置かれ，校長

の命のもと，それぞれの責務を遂行すべく，その役割が「学則」，「内部組織規程」に規定されてい

る（資料11－１－①－１～２）。各主事の所掌をはじめ，校内の各分野に関わる課題に応じた事項を

審議・検討し，校務の円滑な運営を図るために，「内部組織規程」が制定され，これをもとに各委員

会等の内部組織が設置されている（資料11－１－①－２参照，資料11－１－①－３～４）。それぞれ

の各委員会等の役割はそれぞれの規程の中に規定されている（資料11－１－①－５）。 

 また，各委員会等の内部組織からの提案事項等は，事前に将来構想・戦略会議で検討され，運営会

議提出議案の整理・調整が行われる。整理・調整された学校運営に関するすべての議案は，運営会議

における審議を経て，校長が最終決断を行い，教員会議，学科会議で周知される体制になっている

（資料11－１－①－６～７）。 

 運営会議は毎月定例的に開催されているが，急を要する課題等に対しては臨時に開催される。 

 

資料 11－１－①－１ 

鶴岡工業高等専門学校学則（抜粋） 

（主事） 

第９条 本校に、教務主事、学生主事及び寮務主事を置く。 

２ 教務主事、学生主事及び寮務主事は、それぞれ校長の命を受け、教務主事にあっては教育計画

の立案その他教務に関すること、学生主事にあっては学生の厚生補導に関すること（寮務主事の

所掌に属するものを除く）、寮務主事にあっては学寮における学生の厚生補導に関することを掌

理する。 

（出典：規程集） 

 

資料 11－１－①－２ 

鶴岡工業高等専門学校内部組織規程（抜粋） 

第１章 総則  

（総則）  

第１ 条 この規程は、鶴岡工業高等専門学校学則第１１条に基づき、本校の内部組織について必要

な事項を定める。  

第２章 副校長  

（副校長）  

第２条 本校に、次に掲げる副校長を置く。  

一 副校長（教務担当） を置き、教務主事をもって充てる。  
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二 副校長（学生担当） を置き、学生主事をもって充てる。  

三 副校長（寮務担当） を置き、寮務主事をもって充てる。  

四 副校長（研究担当） を置き、専攻科長をもって充てる。  

五 副校長（産学官連携・外部資金・知的財産担当）を置き、地域共同テクノセンター長をもっ

て充てる。  

２ 副校長は、校長の命を受け、校長の職務を補佐するとともにその一部を処理する。  

３ 校長に事故があるときは、校長が指名する副校長が、その職務を代行する。 

第３章 主事  

（主事）  

第３条 校長は、教務主事、学生主事及び寮務主事（以下「主事」という。）の任免について、教

務主事は教授のうちから、学生主事及び寮務主事は教授又は准教授のうちから独立行政法人国立

高等専門学校機構理事長に推薦する。  

第４条 教務主事は、校長の命を受け、教育計画の立案その他教務に関することを掌理する。  

２ 学生主事は、校長の命を受け、学生の生活指導等に関すること（寮務主事の所掌するものを除

く。）を掌理する。  

３ 寮務主事は、校長の命を受け、学寮における学生の生活指導等に関することを掌理する。  

第４章 学科組織  

（総合科学科）  

第５条 本校に、一般科目を担当する教員で組織する総合科学科を置く。  

（専門学科）  

第６条 学則第７条に定める機械工学科、電気電子工学科、制御情報工学科及び物質工学科（以下

「専門学科」という。）に、それぞれ当該学科に関する専門科目を担当する教員を置く。  

第５章 センター等  

（センター等）  

第７条 本校に、図書メディアセンター、地域共同テクノセンター、総合情報センター、学生支援 

センター、教育研究技術支援センター及び国際交流支援室を置く。  

２ 前項に掲げる組織の目的等に関する事項は、別に定める。  

（センター長等の任命等）  

第８条 前条第１項に掲げるセンター等にそれぞれセンター長又は室長を置き、教授又は准教授の

うちから校長が任命する。  

２ 地域共同テクノセンターに２人、学生支援センターに１人副センター長を置き、教授又は准教

授のうちから校長が任命する。  

３ センター長及び室長並びに副センター長（以下「センター長等」という。）の任期は２年と

し、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。  

４ センター長等の職務に関することは別に定める。  

第６章 学科長  

（学科長の任命等）  

第９条 総合科学科及び専門学科に学科長を置く。  
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２ 学科長は、教授又は准教授のうちから校長が任命する。  

３ 学科長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の後任者の任期は、前

任者の残任期間とする。  

（学科長の職務）  

第１０条 学科長は、校長の命を受け当該学科に関して次の事項を行う。  

一 教育計画の立案に関すること。  

二 学生の教育に関すること。  

三 学生の就職に関すること。  

四 入試に関すること。  

五 教員の研究に関して総括し、連絡調整すること。  

六 教員の服務監督に関すること。  

七 その他学科の運営に関すること。 

第７章 専攻科長及び専攻長  

（専攻科長）  

第１１条 学則第３７条に定める専攻科に、専攻科長を置く。  

２ 専攻科長は、専攻科を担当する教授又は准教授のうちから、校長が任命する。  

３ 専攻科長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の後任者の任期は、

前任者の残任期間とする。  

４ 専攻科長は、校長の命を受け、専攻科に関する事項を掌理する。  

（専攻長）  

第１２条 学則第３９条に定める専攻科の各専攻に専攻長を置く。  

２ 専攻長は、専攻科を担当する教授又は准教授のうちから、校長が任命する。  

３ 専攻長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の後任者の任期は、前

任者の残任期間とする。  

４ 専攻長は、専攻科長の職務を助け、当該専攻の運営に関することを総括する。  

第８章 主事補  

（主事補）  

第１３条 主事のもとに教務主事補、学生主事補及び寮務主事補（以下「主事補」という。）を置

く。 

２ 主事補は、教授、准教授又は講師のうちから校長が任命する。  

３ 主事補の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の後任者の任期は、前

任者の残任期間とする。  

４ 主事補は、当該主事の職務を補佐する。  

第９章 学年主任及び学級担任  

（学年主任及び学級担任の任命等）  

第１４条 本校の各学年に、学年主任を置く。  

２ 本校の各学級に、学級担任を置く。  

３ 学年主任及び学級担任は、教授、准教授、講師又は助教のうちから校長が任命する。ただし、 
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学年主任は学級担任を兼ねることができる。   

４ 学年主任及び学級担任の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の後任

者の任期は、前任者の残任期間とする。  

（学年主任及び学級担任の職務）  

第１５条 学年主任は、校長の命を受け、主事及び学科長と連絡を密にし、担当する学年の運営に

関することを掌理する。  

２ 学級担任は、校長の命を受け、主事、学科長及び学年主任と連絡を密にして、次の事項を行

う。  

一 学級の教務に関すること。  

二 学級の生活指導等に関すること。  

三 学級の特別教育活動に関すること。  

四 その他学級運営に関すること。 

第１０章 寮監  

（寮監）  

第１６条 寮務主事のもとに寮監を置く。  

２ 寮監は、校長が任命する。  

３ 寮監は、寮生の生活指導にあたる。  

第１１章 運営会議  

（設置）  

第１７条 本校に、規程の制定その他重要事項を審議するため、運営会議を置く。  

２ 運営会議に関する事項は、別に定める。  

第１２章 教員会議、学科会議及び専攻科会議  

（設置）  

第１８条 本校に、校務運営に関する重要な事項を報告して広く意見を聞くため、教員会議を置

く。  

２ 総合科学科及び専門学科に、学科の運営に関する事項に関して協議及び連絡調整するため、学

科会議を置く。  

３ 専攻科に、専攻科に関する基本的事項を審議し、その円滑な運営を図るため、専攻科会議を置

く。  

４ 教員会議、学科会議及び専攻科会議に関する事項は、別に定める。  

第１３章 委員会等  

（設置）  

第１９条 本校に、運営会議の議案の原案、校長の執行事項に関し審議又は実行させるため、次の

委員会等を置く。 

一 将来構想・戦略会議  

二 評価・改善委員会  

三 教務委員会  

四 学生委員会  
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五 寮務委員会  

六 入学試験委員会  

七 ＦＤ委員会  

八 広報委員会  

九 施設委員会  

十 教員業績評価委員会  

２ 前項に定める委員会等のほか、必要に応じ、委員会等を置くことができる。  

３ 委員会等に関し必要な事項は、別に定める。 

     （出典：規程集） 

 

資料 11－１－①－３ 

各種委員会等組織図 

 

    （出典：総務課資料） 
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    （出典：総務課資料） 
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鶴岡工業高等専門学校教務委員会規程（抜粋） 

（趣旨）  

第１条 この規程は、鶴岡工業高等専門学校内部組織規程第１９条第３項の規定に基づき、教務委

員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営等に関し必要な事項を定める。  

（審議事項）  

第２条 委員会は、本科に関する次の名号に掲げる事項を審議する。  

一 教育目標、方針、手段及び教育環境の基本方針に関する事項  

二 教育課程に関する事項  

三 卒業、修了及び進級等に関する事項  

四 学校行事に関する事項  

五 授業時間割の編成に関する事項  

六 非常勤講師の授業担当に関する事項  

七 教務に関し、校長が諮問した事項  

八 その他教務に関し必要な事項  

２ 委員会は、前項の審議にあたっては、必要に応じて専攻科委員会と緊密な連携をとるものとす

る。  

（組織）  

第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。  

一 教務主事  

二 学科長  

三 教務主事補  

四 教員のうちから校長が指名した者 若干名  

五 学生課長  

    （出典：規程集） 

 

資料 11－１－①－６ 

鶴岡工業高等専門学校将来構想・戦略会議規程（抜粋） 

（趣旨） 

第１条 この規程は、鶴岡工業高等専門学校内部組織規程第１９条第３項の規定に基づき、将来構

想・戦略会議（以下「会議」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定める。 

（審議事項） 

第２条 会議は、次の各号に掲げる事項について審議する。 

一 新規事項又は将来的事項に対する戦略の策定に関すること。 

二 教育及び研究活動の将来構想に関すること。 

三 管理運営の将来構想に関すること。 

四 施設・設備の将来構想に関すること。 

五 独立行政法人国立高等専門学校機構の中期計画及び年度計画に基づく、本校の年度計画の策 

定及び実施結果の評価に関すること。 
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六 会議及び運営会議の構成員並びに各種委員会等の長から検討を要請された案件に関するこ

と。 

七 その他、校長及び構成員が必要と認めた事項に関すること。 

（組織） 

第３条 会議は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 校長 

二 副校長 

三 事務部長 

四 総務課長及び学生課長 

２ 校長は、会議を招集し、その議長となる。 

３ 校長に事故あるときは、副校長（教務担当）が議長となる。 

    （出典：規程集） 

 

資料 11－１－①－７ 

鶴岡工業高等専門学校運営会議規程 （抜粋） 

（趣旨）  

第１条 この規程は、鶴岡工業高等専門学校内部組織規程第１７条第２項の規定に基づき、運営会

議（以下「会議」という。）の組織及び運営等に関し必要な事項を定める。  

（審議事項）  

第２条 会議は、次の事項を審議する。  

一 規程等の制定及び改廃に関する事項  

二 本校の運営に関する重要な事項  

三 本校に設置するセンター等の管理運営に関する事項  

四 構成員及び各種委員会等の長から検討を要請された事項  

（組織）  

第３条 会議は、次の各号に掲げる者をもって組織する。  

一 校長  

二 副校長  

三 学科長  

四 図書メディアセンター長、総合情報センター長、学生支援センター長、教育研究技術支援セ

ンター長及び国際交流支援室長  

五 ＦＤ委員会委員長  

六 事務部長  

七 総務課長及び学生課長  

２ 校長は、会議を招集し、その議長となる。  

３ 校長に事故あるときは、副校長（教務担当）が議長となる。  

（構成員以外の出席）  
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第４条 議長は、必要があると認めた場合は、構成員以外の者を会議に出席させ、その意見を求め

ることができる。  

(事務部職員の取扱）  

第５条 議長は、会議に関係職員を陪席させることができる。  

     （出典：規程集） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

本校の目的を達成するために，各分野に関わる課題に応じた事項を審議・検討し，校務の円滑な運

営を図るために，各主事の所掌をはじめ，各種委員会等の内部組織が設置され，それぞれの役割が明

確に規定されている。また，学校運営に関するすべての議案は，事前に将来構想・戦略会議で検討さ

れ，運営会議における審議を経て，校長が最終決断を行い，教員会議，学科会議で周知する体制にな

っており，校長のリーダーシップの下で効果的に意思決定が行われる態勢となっている。 

 

 

観点11－１－②： 管理運営の諸規程が整備され，各種委員会及び事務組織が適切に役割を分担し，

効果的に活動しているか。また，危機管理に係る体制が整備されているか。 

（観点に係る状況）  

本校の管理運営の諸規程は，「内部組織規程」を基本に，各委員会等規程を制定し，継続的に改

善を加えて整備している（資料11－１－①－２参照）。 

管理運営に関する各委員会等については，教務主事，学生主事，寮務主事，専攻科長，センター

長等がそれぞれ委員会及びセンター関連業務を所掌しており，各委員会等の主な所掌内容は規程によ

り明確に規定している（資料11－１－②－１，資料11－１－①－４参照）。各委員会とも，必ず事務

職員が委員または担当事務として参画し、委員会と連携している（資料11－１－②－２）。また，各

委員会等の構成メンバーは，平成25年度校務分掌表のとおりである（資料11－１－②－３）。いずれ

の委員会も定期的にあるいは必要に応じて開催されている（資料11－１－②－４）。 

事務部では，事務部長を筆頭として，総務課・学生課の２課及び企画室を設置し，それぞれに役

割分担して管理運営体制を整え、所掌に応じて業務を遂行している（資料11－１－②－５）。 

危機管理については，危機管理規程を整備し，リスク管理室を中心とした危機管理体制を確立し

ており，危機事象発生時には，危機対策本部を設置し，機構本部と連携して危機対応にあたる体制と

なっている（資料11－１－②－６～７）。全教職員には，高専機構が作成した危機管理マニュアルを

配布して危機事象発生時の対応を周知すると共に，防災訓練やインフルエンザ対策の際にはリスク管

理室会議を開催し，危機管理体制の確認及び見直しを行っている（資料11－１－②－８～９）。 

緊急時に対応するために教職員の組織ごとに緊急連絡体制を整備しているほか，学生の安否情報

を迅速に集約するための安否確認システムを導入している（資料11－１－②－10～11）。 
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委員会の所掌内容(抜粋) 

 

 鶴岡工業高等専門学校教務委員会規程(抜粋)  

（審議事項）  

第２条 委員会は、本科に関する次の名号に掲げる事項を審議する。  

一 教育目標、方針、手段及び教育環境の基本方針に関する事項  

二 教育課程に関する事項  

三 卒業、修了及び進級等に関する事項  

四 学校行事に関する事項  

五 授業時間割の編成に関する事項  

六 非常勤講師の授業担当に関する事項  

七 教務に関し、校長が諮問した事項  

八 その他教務に関し必要な事項  

２ 委員会は、前項の審議にあたっては、必要に応じて専攻科委員会と緊密な連携をとるものとす

る。 

 

鶴岡工業高等専門学校学生委員会規程(抜粋) 

（審議事項） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 学生指導に関する事項 

二 学生の身分に関する事項 

三 課外教育に関する事項 

四 奨学金に関する事項 

五 厚生福祉に関する事項 

六 学生の表彰・懲戒に関する事項 

七 その他学生の生活指導に関し必要な事項 

 

鶴岡工業高等専門学校寮務委員会規程(抜粋) 

（審議事項） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 寮生の教育及び生活指導に関する事項 

二 寮生会等、寮生の組織に関する事項 

三 寮生の入寮及び退寮に関する事項 

四 寮生の栄養及び健康管理に関する事項 

五 寮生の福利厚生に関する事項 

六 寮生の負担となる経費に関する事項 

七 その他、学寮の運営に関する事項 
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 鶴岡工業高等専門学校専攻科委員会規程(抜粋)  

（審議事項）  

第２条 委員会は、専攻科に関する次の各号に掲げる事項を審議する。  

一 教育目標、方針、手段及び教育環境の基本方針に関する事項  

二 教育課程に関する事項  

三 入学、修了等に関する事項  

四 学校行事に関する事項  

五 授業時間割の編成に関する事項  

六 非常勤講師の授業担当に関する事項  

七 教務に関し、校長が諮問した事項  

八 日本技術者教育認定機構（JABEE）によって認定された技術者教育プログラムの管理運営に

関する事項  

九 その他教務に関し必要な事項  

２委員会は、前項の審議にあたっては、必要に応じて教務委員会と緊密な連携をとるものとする。 

 

 鶴岡工業高等専門学校地域共同テクノセンター規程(抜粋)  

（目的）  

第２条 センターは、鶴岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）において蓄積した技術開発

及び研究成果を基に、地域企業等との技術及び研究交流を推進して地域社会の発展に寄与すると

ともに、本校の教育研究の充実発展に資することを目的とする。  

（業務）  

第３条 センターは次の業務を行う。  

一 地域企業等との共同研究及び受託研究の促進支援に関すること。  

二 地域企業等への学術情報の提供及び技術協力に関すること。  

三 地域企業等に対する技術開発相談に関すること。  

四 共同研究室の管理に関すること。  

五 技術講演会及び技術セミナーに関すること。  

六 CO-OP教育の推進に関すること。  

七 その他産学官連携に関すること。 

（出典：規程集） 
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    （出典：総務課資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鶴岡工業高等専門学校 基準11 

- 694 - 

資料11－１－②－３ 

 

   （出典：総務課資料） 
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平成２４年度 会議開催記録(抜粋) 

  

回 将来構想・戦略会議 運 営 会 議 教 員 会 議 

  １   ４月 ４日(水) ４月 ５日(木) ４月 ５日(木) 

 ２ ４月１７日(火) ４月１９日(木) ５月１６日(木) 

 ３ ５月 ８日(火) ５月 ９日(水) ６月１３日(水) 

 ４ ６月 ６日(水) ６月 ６日(水) ７月１１日(水) 

 ５ ７月 ３日(火) ７月 ４日(水) ９月１２日(水) 

 ６ ８月２２日(水) ７月１８日(水) １０月１７日(水) 

 ７ ９月 ４日(火) ８月 ８日(水) １１月１４日(水) 

 ８ １０月１０日(水) ８月２２日(水) １２月１２日(水) 

 ９ １１月 ６日(火) ９月 ５日(水) １月１６日(水) 

１０ １２月 ４日(火) ９月２５日(水) ２月１４日(木) 

１１ １月 ８日(火) １０月１０日(水) ３月 ６日(水) 

１２ ２月１２日(火) １１月 ７日(水) ３月１３日(水) 

１３   ２月２８日(木) １１月２１日(水)  

１４  １２月 ５日(水)  

１５  １月 ９日(水)  

１６  １月２１日(月)  

１７  ２月１２日(火)  

１８  ２月２８日(木)  

 

     （出典：総務課資料） 
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鶴岡工業高等専門学校事務組織規程(抜粋) 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、独立行政法人国立高等専門学校機構の組織に関する規則第５条の２、独立行

政法人国立高等専門学校機構の本部事務局の組織等に関する規則第１０条、第１２条及び鶴岡工

業高等専門学校学則第１０条、第１１条の規定に基づき、鶴岡工業高等専門学校（以下「本校」

という。）の事務組織及び事務分掌並びに技術職員の職制について必要な事項を定めることを目

的とする。 

第２章 事務組織 

（事務部） 

第２条 本校に、本校の管理その他の事務を行わせるため、事務部を置く。 

２ 事務部にその所掌事務を分掌させるため、総務課、学生課及び企画室を置く。 

３ 課及び室に係を置く。 

（事務部長） 

第３条 事務部に事務部長を置く。 

２ 事務部長は、校長の命を受け、事務部の事務を処理する。 

（課長） 

第４条 課に課長を置く。 

２ 課長は、上司の命を受け、その課の事務を処理する。 

（企画室長） 

第５条 企画室に企画室長を置き、次条に定める総務担当の課長補佐をもって充てる。 

２ 企画室長は、上司の命を受け、企画室の事務を処理する。 

（課長補佐） 

第６条 課に課長補佐を置くことができる。 

２ 課長補佐は、事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 課長補佐は、上司の命を受け、課長を補佐し、課の事務を整理するとともに、高度の専門的知

識又は経験を必要とする特定の分野の事務を直接処理する。 

４ 特定の分野の事務の内容は別に定める。 

（係長） 

第７条 係に係長を置く。 

２ 係長は、事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 係長は、上司の命を受けて、分掌の事務を処理する。 

（主任） 

第８条 係に必要に応じて主任を置く。 

２ 主任は、事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 主任は、上司の命を受け、係長を補佐し、高度の知識又は経験を必要とする事務に従事する。 

（係員） 

第９条 係員は、事務職員又は技術職員（施設系職員に限る。）とする。 
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第３章 事務分掌 

（総務課） 

第１０条 総務課に、総務係、人事係、図書情報係、財務係、用度係及び施設係を置く。 

２ 総務係においては、次の事務をつかさどる。 

一 学校の事務に関し、総括し及び連絡調整すること。 

二 儀式その他諸行事等に関すること。 

三 学則その他諸規程の制定改廃に関すること。 

四 公文書を収受し、発送すること。 

五 公印を管守すること。 

六 旅行命令に関すること。 

七 調査統計（学校基本調査を含む）等に関すること。 

八 学校総覧及び広報に関すること。 

九 情報公開及び個人情報保護に関すること 

十 公開講座に関すること。 

十一 構内の警備に関すること。 

十二 自動車の運用管理に関すること。 

十三 秘書業務に関すること。 

十四 その他、他係の所掌に属しない事務に関すること。 

３ 人事係においては、次の事務をつかさどる。 

一 教職員の職階、任免、賞罰及び服務に関すること。 

二 教職員の給与（計算及び支出決議書等の作成を含み、支払いを除く）に関すること。 

三 退職手当（計算及び支出決議書等の作成を含み、支払いを除く）に関すること。 

四 所得税等の徴収に関すること。 

五 教職員の定員に関すること。 

六 教職員の研修及び勤務評定に関すること。 

七 教職員の健康管理、安全管理及び災害補償に関すること。 

八 共済組合に関すること。 

九 教職員の労働保険に関すること。 

十 栄典及び表彰に関すること。 

十一 教職員の人事記録に関すること。 

十二 外国人教員（講師）の雇用に関すること。 

十三 労働組合、教職員団体に関すること。 

十四 教職員の労働時間管理にすること。 

十五 教職員の宿日直に関すること。 

十六 財産形成貯蓄に関すること。 

十七 教職員のレクリエーションに関すること。 

十八 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

十九 その他人事・労務に関すること。 
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４ 図書情報係においては、次の事務をつかさどる。 

（図書メディアセンター関係） 

一 図書メディアセンターの管理運営に関すること。 

二 図書メディアセンター資料の受入並びに整備及び保存等に関すること。 

三 図書メディアセンター資料の閲覧、帯出等利用に関すること。 

四 図書メディアセンターにおけるレファレンスサービス（検索指導、読書相談等）に関するこ

と。 

五 文献の撮影及び複写に関すること。 

六 研究紀要に係る図書事務処理に関すること。 

七 物品及び役務の契約及び支出決議書の作成（支払いを除く。）に関すること。（図書情報係

の所掌に関するものに限る。） 

八 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

九 その他図書等に関すること。 

（事務情報化関係） 

十 事務情報化の推進に係る連絡調整に関すること。 

十一 事務情報化に係る企画及び立案に関すること。 

十二 事務情報化システムの開発に関すること。 

十三 事務情報化システムの運用及び維持管理に関すること。 

十四 事務情報化システムの利用に係る知識及び技術の普及に関すること。 

十五 事務用電子計算機に係るデータ及びプログラムの保護に関すること。 

十六 事務用電子計算機による事務処理のための調査、分析及び資料収集に関すること。 

十七 その他事務用電子計算機の利用に関すること。 

５ 財務係においては、次の事務をつかさどる。 

一 概算及びその他の予算要求（他の係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 

二 予算及び決算に関すること。 

三 会計の監査に関すること。 

四 金庫（他の係に属するものを除く。）の管守に関すること。 

五 会計機関に属する公印の管守に関すること。 

六 債権の管理に関すること。 

七 収入及び支出に関すること。 

八 旅費、謝金及び預かり金等の計算並びに支出決議書等の作成に関すること。 

九 現金、預金、貯金及び有価証券に関すること。 

十 科学研究費補助金の経理に関すること。 

十一 学校納付金の収納に関すること。 

十二 帳簿その他証拠書類の保存に関すること。 

十三 共同研究及び受託研究における契約に関すること。 

十四 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

十五 その他会計事務で他の係に属しない事務に関すること。 
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６ 用度係においては、次の事務をつかさどる。 

一 物品の管理に関すること。 

二 物品及び役務等の契約並びに支出決議書の作成（支払いを除く。）に関すること。（施設係

及び図書に関するものを除く。） 

三 寄附物品の受入に関すること。（図書に関するものを除く。） 

四 不用物品の売り払いに関すること。 

五 清掃に関すること。 

六 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

７ 施設係においては、次の事務をつかさどる。 

一 概算及び営繕関係の予算要求（他の係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 

二 営繕工事の企画、設計及び施工に関すること。 

三 施設の整備及び維持保全に関すること。 

四 工事及び役務等の契約並びに支出決議書の作成（支払いを除く。）に関すること。（用度係

及び図書に関するものを除く。） 

五 不動産の管理に関すること。 

六 宿舎に関すること。 

七 防火管理に関すること。 

八 施設台帳に関すること。 

九 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

十 その他施設に関すること。 

（学生課） 

第１１条 学生課に、教務係、学生係及び寮務係を置く。 

２ 学生課に、学生課の所掌する事務を係の分掌を超えて共同で処理するため、係員で組織する学

生課グループを置くことができる。 

３ 学生課グループは、上司の命を受け、共同で処理することが適当とする分野の事務を処理す

る。 

４ 学生課グループの構成及び事務の内容は別に定める。 

５ 教務係においては、次の事務をつかさどる。 

一 学生課の事務に関し、総括し、連絡調整すること。 

二 学生厚生補導関係経費等の予算要求に関すること。 

三 入学者の選抜に関すること。 

四 入試システムの利用に関すること。 

五 教育課程の編成に関すること。 

六 教育方法に関すること。 

七 授業及び試験に関すること。 

八 学生の成績及び出欠席に関すること。 

九 学生指導要録その他学生の諸記録の整理保管に関すること。 

十 入学、退学、休学、復学、除籍及び卒業（修了）に関すること。 
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十一 進級及び卒業（修了）の認定に関すること。 

十二 学生の身分、成績及び卒業（修了）等の証明に関すること。 

十三 指導要録に記録を要する諸届に関すること。 

十四 教科書及び教材に関すること。 

十五 学生の校外実習及び見学等に関すること。 

十六 ＪＡＢＥＥに関すること。 

十七 外国人留学生に関すること。 

十八 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

十九 その他教務に関すること。 

６ 学生係においては、次の事務をつかさどる。 

一 学生の課外教育に関すること。 

二 学生会その他学生団体に関すること。 

三 奨学金及び入学料・授業料の減免、徴収猶予に関すること。 

四 学生の厚生施設及び厚生事業に関すること。 

五 学生の健康管理及び安全保持に関すること。 

六 学生の相談に関すること。 

七 学生の就職指導及び斡旋に関すること。 

八 学生旅客運賃割引証及び通学証明書の発行に関すること。 

九 学生のアルバイトに関すること。 

十 独立行政法人日本スポーツ振興センターに係る共済給付契約及び給付金の支払請求に関する

こと。 

十一 学生の表彰及び懲戒に関すること。 

十二 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

十三 その他学生の厚生補導に関すること。 

７ 寮務係においては、次の事務をつかさどる。 

一 学生寮の管理運営に関すること。 

二 入寮及び退寮に関すること。 

三 寮生の保健衛生及び栄養管理に関すること。 

四 寮生の給食等に関すること。 

五 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

六 その他寮生の厚生補導に関すること。 

（企画室） 

第１２条 企画室に企画・連携係を置く。 

２ 企画・連携係においては、次の事務をつかさどる。 

一 民間機関等との共同研究、受託研究及び寄附金の受入に関すること。 

二 科学研究費補助金の申請手続きに関すること。 

三 内地研究員に関すること。 

四 学術団体等との連絡及び渉外に関すること。 
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五 知的財産に関すること。 

六 地域共同テクノセンターの事務に関すること。 

七 地域連携に関すること。 

八 自己点検・評価に関すること。 

九 外部評価に関すること。 

十 認証評価にすること。 

十一 中期計画及び将来計画に関すること。 

十二 教員総覧に関すること。 

十三 所掌事務に関する調査統計その他諸報告に関すること。 

十四 その他研究協力、地域連携及び点検評価に関すること。 

     （出典：規程集） 

 

資料11－１－②－６ 

鶴岡工業高等専門学校危機管理規程 

（目的） 

第１条 この規程は、鶴岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）において発生することが予

想され、又は発生した様々な危機的事象に対し、組織的に迅速かつ的確に対処するため、本校に

おけるリスク管理体制及び危機事象発生時の基本的な対処方法等に関し、必要な事項を定めるこ

とにより、本校の学生、教職員（非常勤職員を含む。以下同じ）及び近隣住民等（以下「学生

等」という。）の安全の確保を図るとともに、本校が社会的な責任を果たすことを目的とする。 

（危機管理の対象） 

第２条 この規程において対象とする事象（以下「危機事象」という。）は、次の各号のいずれか

に該当するものとする。 

一 学生等の安全に係わる重大な事態 

二 教育研究活動の遂行に重大な支障のある事態 

三 施設管理上の重大な事態 

四 社会的影響の大きな事態 

五 本校に対する社会的信頼を損なう事態 

六 前各号と同等以上の重大な事態 

（校長等の責務） 

第３条 校長は、本校における危機管理を統括する責任者として、危機管理を推進するとともに、

必要な措置を講じなければならない。 

２ 副校長は、校長を補佐し、危機管理の推進に努めるものとし、校長が不在の場合は、校長が指

名する副校長が、この規程に基づき、危機管理に対処するものとする。 

３ 学科長、専攻科長、図書館長、地域共同テクノセンター長、総合情報センター長、保健管理セ

ンター長、教育研究技術支援センター長、国際交流支援室長及び事務部長は、当該部局における

危機管理者として、次条に定めるリスク管理室と連携し、当該部局の危機管理を推進するととも

に、必要な措置を講じなければならない。 
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４ 各種委員会委員長は、所掌する任務における危機管理者として、次条に定めるリスク管理室と

連携し、所掌範囲における危機管理体制を構築し推進しなければならない。 

５ 教職員は、その職務の遂行に当たり、危機管理に努めなければならない。 

（リスク管理室の設置） 

第4条 本校に、危機管理を総合的かつ計画的に推進するため、校長を室長とするリスク管理室を

設置する。 

２ リスク管理室は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 校長 

二 副校長 

三 事務部長 

四 総務課長及び学生課長 

五 その他校長が指名する者 

３ 前項第二号から第五号に掲げる者をリスク管理員とする。 

（リスク管理室の業務等） 

第５条 リスク管理室は、次の各号に掲げる業務を行う。 

一 想定される危機事象に関する情報（校内外の動向等の情報を含む。）の収集及び分析 

二 想定される危機事象の検討、対応策の立案及び実施 

三 危機管理マニュアル等の作成、見直し及び周知 

四 学生等に対する適切な情報提供 

五 学生及び教職員への教育及び訓練の実施 

六 第８条に規定する危機対策本部の組織体制及び活動内容の決定 

七 緊急時の情報伝達体制の整備 

八 その他危機管理に係る必要な事項の実施 

２ リスク管理室は、法令及び関係する本校規程等に従い、学生等が本校に起因する危機により災

害を被ることがないよう常に配慮しなければならない。 

（リスク管理員以外の出席） 

第６条 リスク管理室長が必要と認めたときは、リスク管理員以外の者を会議に出席させ、資料の

提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。 

（危機事象に関する通報等） 

第７条 教職員は、緊急に対処すべき危機事象が発生又は発生する恐れがあることを発見した場合

は、リスク管理員に通報しなければならない。 

２ リスク管理員は、前項の通報を受け、又は自ら危機事象を察知した場合は、直ちにリスク管理

室長に連絡するとともに、当該危機事象の状況を確認し、対処方針を協議しなければならない。 

（危機対策本部の設置） 

第８条 リスク管理室長は、危機事象に対処のため必要と判断する場合は、速やかに当該事象に係

る危機対策本部（以下「対策本部」という。）を設置するものとする。 

２ 対策本部の構成は、次のとおりとする。 

一 本部長は、校長をもって充て、対策本部の業務を統括する。 
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二 副本部長は、リスク管理員の中から本部長が指名する者をもって充て、本部長を補佐する。 

三 本部員は、リスク管理員及び本部長が指名する者をもって充てる。 

３ 対策本部の事務は、総務課が主管し、関係課から事務部長が指名する者が参画する。 

４ 対策本部は、危機事象への対処の終了をもって解散する。 

（対策本部の権限等） 

第９条 対策本部は、本部長の指揮の下に、迅速に危機事象に対処しなければならない。 

２ 学生及び教職員は、対策本部の指示に従わなければならない。 

３ 対策本部は、危機事象への対処終了後に、必要事項を運営会議に報告しなければならない。 

（機構本部リスク管理本部等との連携） 

第１０条 対策本部は、危機管理を総合的かつ有機的に実施するため、機構本部リスク管理本部と

相互連携を図るものとする。必要に応じて関係行政機関及び保護者等と連携して対応するものと

する。 

（秘密保持の義務） 

第１１条 本校の危機管理に関する業務に従事する職員は、その業務に関して知ることができた秘

密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（出典：規程集） 

 

資料11－１－②－７ 

危機管理体制 

 

（出典：総務課資料） 
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資料11－１－②－８ 

危機管理マニュアル 
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（出典：総務課資料） 
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リスク管理室会議次第 
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リスク管理室会議 議事概要 

 

日 時：平成２４年８月２２日（水）１３：３０〜１４：２０ 

場 所：校長室 

出席者：校長、柳本副校長（教務担当）、江口副校長（学生担当）、佐藤(浩）副校長（寮務担

当）、宮崎副校長（研究担当）、佐藤（貴）副校長（産学官連携・外部資金・知的財産担当）、事

務部長、総務課長、学生課長 

陪席者：総務課総務担当補佐、総務課財務担当補佐、学生課補佐、総務課総務係長 

 

議 題 

１．平成２４年度 防災訓練について  

 総務課長から、来る９月５日（水）に予定されている本件について、昨年度自衛消防隊の組織を

一部変更して行ったが、わかりにくかったため、変更を元に戻して実施したい旨述べられ、資料１

に基づき説明の後、意見交換を行った。 

 人員確認に関して、昨年度は人員確認に非常に時間がかかったので、どの範囲まで行うのかを予

め決めておいた方がよい旨の意見があり、検討の結果、学生の避難状況のみ確認を行うこととし、

安否確認までは行わないこととした。 

次いで、校長から、本件について諮られ、了承された 

 

２．危機管理マニュアルの整備について 

  総務係長から、本件について、現在使用している緊急連絡網（概念図）については、昨年度設

置したリスク管理室が反映されていないこと、また、危機管理マニュアル７ページの 緊急連絡体

制図（概念）とも合わないことから、本校における緊急時の連絡体制についての概念図を資料２の

とおり整備したい旨説明があり、校長から諮られた結果、了承された。 

  次いで、総務係長から、危機管理マニュアル１０ページ及び１１ページについては、本校独自

で整備する内容であることから、資料３のとおり整備したい旨説明の後、意見交換を行った。 

  避難場所については、第二候補の体育館が照明設備等の落下により使用できない場合も想定さ

れることから、第三候補を想定しておくべきではないかとの意見があり、審議の結果、第三候補と

して守衛室付近と第２体育館裏のテニスコートの２カ所を設定することとした。（２カ所に分かれ

ることについては、１次避難であることから、安全が確認されれば、別の場所に移動することを想

定したもの。）これらを踏まえ、資料を一部変更の上、校長から諮られた結果、了承された。 

関連して、教務主事から、非常勤講師の先生方にも、緊急時の連絡体制について周知しておく必要

がある旨述べられ、控え室等に掲示又は配布するなど総務係で対応することとした。 

 

３．その他 

参考資料に基づき、学生に係る事件事故等の報告基準の確認を行った。 
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リスク管理室会議 議事概要 

 

日 時：平成２４年１２月４日（水）１８：０２〜１８：４９ 

場 所：校長室 

出席者：校長、柳本副校長（教務担当）、江口副校長（学生担当）、佐藤(浩）副校長（寮務担

当）、宮崎副校長（研究担当）、佐藤（貴）副校長（産学官連携・外部資金・知的財産担当）、事

務部長、総務課長、学生課長、白野学生支援センター長、竹村総合情報センター長 

陪席者：総務課総務担当補佐、総務課財務担当補佐、学生課補佐、総務課総務係長 

 

議 題 

１．平成２４年度 インフルエンザに関する危機管理体制について  

 総務係長から、本件について、資料１から６に基づき今年度についても昨年度同様の体制で備え

ることとしたい旨説明があり、校長から諮られた結果、原案どおり了承された。 

 なお、校長から、日頃の予防策についても、ご指導をよろしくお願いしたい旨述べられた。 

 

２．安否確認システムの導入について 

  本件について、本年３月に機構本部が開催した沼津高専開発の安否確認システムの説明会に出

席された総合情報センター長から、資料７に基づき、次いで、資料８に基づき、総務係長から説明

があり、本システムの導入に関して、意見交換を行った。 

電源が失われた場合に機能しないため、多地区の高専間で運用するのが理想と思われること、ま

た、機能面で十分でない部分があること等が指摘されたが、本校では現在このような機能を持ち合

わせていないことから、機構本部及び沼津高専と連絡を取りつつ、沼津高専開発のシステムを導入

することが校長から諮られ、了承された。 

なお、安否確認システムを導入した場合でも、学科やクラス毎の緊急連絡網は引き続き必要である

ことから、導入後も引き続き整備することが確認された。 

関連して、クラス等単位の連絡網については、担任や指導教員により準備状況にばらつきがあるこ

とから、学校として学生に直接連絡が取れる体制を整えるため、学生に割り振っている教育用のメ

ールアドレスについては、各自で携帯電話等への転送設定を行うよう学生への指導を徹底すること

が確認された。 

 

（出典：総務課資料） 
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緊急連絡体制 

 

          （出典：総務課資料） 
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安否確認システム 

 

              （出典：学生課資料） 
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（分析結果とその根拠理由）  

管理運営の諸規程は，状況の変化に対応して継続的に改善が図られ，よく整備されている。 

管理運営に関する各委員会等及び事務組織の役割が適切に分担されており，将来構想・戦略会議，

運営会議はじめ各委員会等，さらに事務部も含めて連携・協力して，本校の目的を達成するために効

果的に活動している。 

危機管理規程を整備し，リスク管理室を中心とした危機管理体制を確立しており，危機事象発生時

には，危機対策本部を設置し，機構本部と連携して危機対応にあたる体制となっている。全教職員に

は，危機管理マニュアルを配布して危機事象発生時の対応を周知すると共に，随時リスク管理室会議

を開催し，危機管理体制の確認及び見直しを行っている。教職員の組織ごとに緊急連絡網を整備して

いるほか，学生の安否情報を迅速に集約するための安否確認システムを導入するなど，危機管理に係

る体制が整備されている。 

 

 

観点11－２－①： 自己点検・評価が学校として策定した基準に基づいて高等専門学校の活動の総

合的な状況に対して行われ，かつ，その結果が公表されているか。 

（観点に係る状況）  

評価・改善委員会は，国立高等専門学校機構が策定する年度計画に基づいて年度計画を策定してい

るほか，各担当部署から年度計画の実施状況を提出させ，とりまとめている（資料11－２－①－１）。

各担当部署は，年度計画に対する達成状況を自己評価している。その達成状況の評価は，評価・改善

委員会で審議のうえ，将来構想・戦略会議及び運営会議に提出し，審議・了承のうえ本校ウェブペー

ジに公表している（資料11－２－①－２～５）。 
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鶴岡工業高等専門学校評価・改善委員会規程（抜粋） 

 

 

  

 

（出典：規程集） 
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資料 11－２－①－２ 

評価・改善委員会議事要旨（抜粋） 

 

 

 

 

（出典：評価・改善委員会議事要旨） 
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資料 11－２－①－３ 

平成２５年度 臨時 将来構想・戦略会議議事概要（抜粋） 

 

 

（出典：臨時将来構想・戦略会議議事要旨） 

 

資料 11－２－①－４ 

平成２５年度 臨時運営会議議事要旨（抜粋） 

 

 

 

（出典：臨時運営会議議事要旨） 
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資料 11－２－①－５ 

 

鶴岡工業高等専門学校 平成２４年度年度計画実施状況（抜粋） 

 

 

 

 

（出典：本校ウェブページ） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

本校の自己点検・評価は，年度計画を評価項目とし，評価・改善委員会が実施状況の達成状況を

とりまとめている。それらは将来構想・戦略会議及び運営会議の審議を経て本校ウェブページに公

表している。 
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観点11－２－②： 自己点検・評価の結果について，外部有識者等による検証が実施されているか。 

（観点に係る状況）  

本校では，教育研究活動の質的向上及び校務の管理運営の改善及び改革に活用するために，平成14

年度に外部有識者による「運営協議会」を設置し，恒常的に外部評価を受け，意見・提言を踏まえ，

それを積極的に学校の管理運営に活用することを決定している（資料11－２－②－１）。 

平成14年度以降，毎年運営協議会を実施し，外部有識者等に運営協議会委員を依頼し外部評価を実

施した。これらの外部評価結果は，「運営協議会報告書」により公表している（資料11－２－②－

２）。 

 

資料11－２－②－１ 

運営協議会規程（抜粋） 

   

                                                               

 

（出典：規程集） 
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資料11－２－②－２ 

運営協議会報告書（抜粋） 

 

 

（出典：平成24年度運営協議会報告書） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

自己点検・評価の結果については，平成14年度以降，毎年「運営協議会」を実施し，外部有識者等

による検証が実施されている。 
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観点11－２－③： 評価結果がフィードバックされ，高等専門学校の目的の達成のための改善に結

び付けられるようなシステムが整備され，有効に運営されているか。 

（観点に係る状況）  

本校の点検・評価に関し，実施計画の策定から結果の活用及び公表まで，「評価・改善委員会規

程」に明確に規定されている（資料11－２－①－２参照）。評価結果をフィードバックして，本校の

目的達成のための改善に結び付けるために，校長のリーダーシップの下，評価・改善委員会を中心に，

各委員会等，各学科・専攻科および事務部各課等からなる「管理運営のためのPDCAサイクル」を整備

し運営している（資料11－２－③－１）。例えば，年度計画については，各担当部署から年度計画及

びその実施状況を提出させとりまとめている｡その達成状況の評価は評価・改善委員において行われ，

速やかに改善が必要な事項は，関係する委員会等で現状分析及び改善策の検討を行うシステムとなっ

ている（資料11－２－③－２）。 

 

           資料11－２－③－１ 

管理運営のためのPDCAサイクル 

 

（出典：総務課資料） 
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資料11－２－③－２ 

提言 

 

（出典：評価･改善委員会資料） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

本校の点検・評価に関する実施計画の策定から結果の活用及び公表まで，規程で明確に規定すると

ともに，管理運営のためのPDCAサイクルが整備され機能している。 

以上のことから，評価結果がフィードバックされ，本校の目的達成のための改善に結び付けられる

システムが整備され，有効に運営されている。 

 

 

観点11－３－①： 外部有識者等の意見や第三者評価の結果が適切な形で管理運営に反映されてい

るか。 

（観点に係る状況）  

本校では，教育研究活動の質的向上及び校務の管理運営の改善及び改革に活用するために，平成14

年度に外部有識者による「運営協議会」を設置し，毎年外部評価を受け，意見・提言を積極的に学校

の管理運営に活用することを決定している（資料11－２－②－１参照）。 

平成24年２月には，「評価・改善委員会規程」が制定され，外部有識者等による評価の実施とその

検証及び改善についても明確に規定している（資料11－２－①－２参照）。 

平成14年度以降，毎年運営協議会を実施し，外部有識者に運営協議会委員を依頼し外部評価を実施

した（資料11－２－②－１参照）。これらの外部評価結果は，「運営協議会報告書」にまとめられて

おり，平成24年度運営協議会の際には３件の意見・提言があり，これらは積極的に学校の管理運営に

活用している（資料11－３－①－１）。 

外部機関による第三者評価は，平成18年度にJABEE認定審査を受審し認定されている｡また，平成19

年度には認証評価を受審し認定されている｡ 
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資料11－３－①－１ 

 

（出典：評価・改善委員会資料） 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校では，教育研究活動の質的向上及び校務の管理運営の改善及び改革に活用するために，平成14

年度以降，毎年運営協議会を実施している。外部有識者から頂いた意見・提言については，関係委員

会等において対応しており，外部有識者の意見や第三者評価の結果を適切な形で学校の管理運営に反

映している。 

 

観点11－３－②： 学校の目的を達成するために，外部の教育資源を積極的に活用しているか。 

（観点に係る状況）  

地域の高等教育機関同士の連携協定としては，大学コンソーシアムやまがたに加入している高等教

育機関が，単位互換に関する包括協定を締結している（資料11－３－②－１）。 

平成23年度から地域の企業経営者５名を客員教授に任命し，専攻科課程の授業科目「経営工学」に

おいて，各人１コマずつの特別講義を実施している（資料11－３－②－２～３）。 

準学士課程４年生が工場実習として，また，専攻科課程ではインターンシップとして夏季休業期間

企業で１～２週間現場体験を経験している。 

CO-OP教育として３年生から５年生の夏季休業・春季休業期間中に地域企業において２週間程度就

業体験を行うことによって，コミュニケーション能力・基礎技術・問題解決能力・エンジニアリング

デザイン能力を養成することとしている（資料11－３－②－４～５）。さらに，学術協定を結んでい

る海外の大学から教員を招聘し，特別講義を実施している（資料11－３－②－６）。 
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資料11－３－②－１ 

包括協定書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：単位互換に関する包括協定書） 
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資料11－３－②－２ 

特別講義 

 

    
 

（出典：本校ウェブページ） 

 

資料11－３－②－３ 

 

（出典：学生課資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業名 前田製管㈱ 酒田共同火力発電㈱ 酒田天然ガス㈱ 東北エプソン㈱ ルネサス山形セミコンダクタ㈱ 

役職 相 談 役 取締役社長 代表取締役社長 代表取締役社長 代表取締役社長 

客員教授 前田 直己 様 天笠 俊介 様 秋山 伊佐雄 様 酒井 明彦 様 森岡 國男 様 

実施日時 平成 24 年 5 月 9 日 平成 24 年 7 月 26 日 平成 24 年 8 月 2 日 平成 24 年 7 月 5 日 平成 24 年 7 月 19 日 

内容 講演 講演 工場見学及び講演 講演 講演 

平成２４年度 客員教授講演実績一覧 
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資料 11－３－②－４ 

CO-OP 教育の概要について 

CO-OP 教育とは 

CO-OP（コーオプ）教育とは、北米で 100 年の歴史と実績がある教育プログラムであり、学校

での講義と企業での就業を繰り返すことで就業能力の向上を図る、就業経験学習です。

 

学生が講義により基礎知識を学び、就業により現場で学んだ知識がどう活用されているのか、自

分に足りない知識・技能は何かを理解し、講義や各種活動に臨むことで、真に目的意識を持った学

生を育成します。 

 

（出典：本校ウェブページ） 
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   資料11－３－②－５ 

CO-OP教育の実施について 

  

（出典：本校ウェブページ） 

 

資料11－３－②－６  

    

（出典：学生課資料） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

地域の高等教育機関同士の連携協定として，県内の高等教育機関が単位互換に関する包括協定を締

結している。平成23年度から地域の企業経営者５名を客員教授に任命し，専攻科の授業で，特別講義

を実施している。準学士課程４年生が工場実習として，専攻科課程ではインターンシップとして夏季

休業期間に企業で１～２週間現場体験を経験している。また，CO-OP教育として３年生から５年生の

夏季休業・春季休業期間中に企業において就業体験を行っている。さらに，専攻科生に海外協定校の

教員による特別講義を実施しており，学校の目的を達成するために外部の教育資源を積極的に活用し

ている。 
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観点11－４－①： 高等専門学校における教育研究活動等の状況や，その活動の成果に関する情報

を広くわかりやすく社会に発信しているか。 

（観点に係る状況）  

 毎年，本校では，組織や学生の状況のデータを掲載した「学校総覧」，教員の教育研究分野や略

歴などを紹介する「研究者紹介（研究シーズ集）」，地域共同テクノセンターの実績を冊子にまと

めた「テクノセンターリポート」，テクノセンターの活動を紹介する「テクノセンターニュース」，

学生や教職員，学寮などの活動を広く紹介する広報誌「鶴岡高専だより」を発行し，関係機関へ配

布するとともに，電子データを本校ウェブページに掲載して，広く情報発信を行っている（資料11

－４－①－１～２）。「研究紀要」は、平成23年度までは冊子を発行していたが、平成24年度から

冊子での発行をやめ，本校ウェブページ上で公開している（資料11－４－①－２参照）。 

 本校ウェブページでは「受験生の皆様へ」，「保護者の皆様へ」，「企業の方へ」といった対象

を明確にした分かり易い表現で発信を行っている（資料11－４－①－３）。また，「教育情報の公

表」というカテゴリーを設けて教育の成果を広く社会に提供している（資料11－４－①－４）。 

積極的に報道機関へ各種行事の取材依頼を行い，マスメディアを通じた情報発信にも力を入れる

とともに，活動状況は逐次本校ウェブページに掲載している（資料11－４－①－３参照）。 

なお，平成24年度は，地元新聞社の協力を得て，学生会による学校紹介記事を新聞に掲載するな

ど，新しい形の情報発信にも取り組んだ（資料11－４－①－５）。 

資料 11－４－①－１ 

学校総覧           研究シーズ集       テクノセンターリポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テクノセンターニュース           鶴岡高専だより 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務課資料，企画室資料） 
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資料 11－４－①－２ 

本校ウェブページ(刊行物案内) 

 

（出典：本校ウェブページ） 
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資料 11－４－①－３ 

本校ウェブページ(対象を明確にした情報発信) 

 

 

（出典：本校ウェブページ） 

 

資料 11－４－①－４ 

本校ウェブページ(教育情報の公表)  

 

 

（出典：本校ウェブページ） 
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資料 11－４－①－５ 

学生会による学校紹介記事 

 

 

（出典：荘内日報 平成２４年５月２４日付け） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

定期刊行物を毎年発行し，関係機関へ配布するとともに，電子データを本校ウェブページに掲載

して，広く情報発信を行っている。本校ウェブページは対象を絞っての情報発信を行っている。ま

た，「教育情報の公表」として教育の成果を広く社会に提供している。研究紀要は，本校ウェブペ

ージ上で公開している。報道機関へ各種行事の取材依頼を行い，マスメディアを通じた情報発信に

も力を入れ，活動状況は逐次本校ウェブページに掲載しており，情報を広くわかりやすく社会に発

信している。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

・将来構想・戦略会議，運営会議，教員会議及び各委員会等，さらに事務部も含めて良く連携し，本

校の目的を達成するために効果的に活動して，意思決定が効率的に行われている。各委員会等の規程

も良く整備されている。 

・地域の企業経営者を客員教授に任命し，専攻科課程で特別講義を実施している。 

・CO-OP教育として３年生から５年生の夏季休業・春季休業期間中に地域の企業において就業体験を

行っている。 

・毎年，刊行物を発行し，関係機関へ配布し，電子データを本校ウェブページに掲載して，広く情報

発信を行っている。本校ウェブページは対象を絞っての発信を行っている。報道機関へ各種行事の取

材依頼を行い，マスメディアを通じた情報発信にも力を入れ，活動状況は逐次本校ウェブページに掲

載しており，情報を広くわかりやすく社会に発信している。 
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（改善を要する点）  

  特になし 

 

（３）基準11の自己評価の概要 

本校の目的を達成するために，検討課題に応じた事項を審議・検討し，校務の円滑な運営を図る

ために，校長，副校長，各主事の所掌をはじめ，各委員会等の内部組織が設置され，それぞれの役割

が明確に規定されている。また，学校運営に関するすべての議案は，将来構想・戦略会議で事前に検

討され，運営会議における審議を経て，校長が最終決断を行い，教員会議，学科会議で周知徹底する

体制になっており，意思決定が効果的に行われている。 

また，管理運営に関する各委員会及び事務組織の役割が適切に分担されており，将来構想・戦略

会議，運営会議はじめ各委員会，さらに事務部も含めて連携・協力して，本校の目的を達成するため

に効果的に活動している。 

危機管理規程を整備し，リスク管理室を中心とした危機管理体制を確立しており，危機事象発生

時には，危機対策本部を設置し，機構本部と連携して危機対応にあたる体制となっている。全教職員

に，危機管理マニュアルを配布して危機事象発生時の対応を周知すると共に，リスク管理室会議を開

催し，危機管理体制の確認及び見直しを行っている。また，緊急時対応のため教職員の緊急連絡網を

整備しているほか，学生の安否確認システムを導入している。 

外部評価，第三者機関による点検・評価は，教育・研究，組織・運営等本校の総合的な状況に対し

て定期的にかつ適切に実施されている。それらの評価結果は報告書として公表されている。頂いた意

見・提言は積極的に学校の管理運営に反映している。 

本校の点検・評価に関する実施計画の策定から結果の活用及び公表まで，規程で明確に規定すると

ともに，管理運営のためのPDCAサイクルが整備されており，評価結果をフィードバックして本校の目

的達成のための改善に結び付けるために有効に運営されている。 

県内の高等教育機関で単位互換に関する包括協定書を締結している。地域の企業経営者を客員教授

に任命し，専攻科課程の授業で特別講義を実施している。準学士課程の４年生が工場実習として，専

攻科課程ではインターンシップとして夏季休業期間の１～２週間企業で現場体験を経験している。ま

た，CO-OP教育として３年生から５年生の夏季休業・春季休業期間中に２週間程度地域の企業で就業

体験を行っており，外部の教育資源を積極的に活用している。 

教育研究活動等の状況や，活動の成果に関する情報は冊子体またはウェブページで広くわかりやす

く社会に発信している。 


